認知症高齢者が住み慣れた地域で暮らすために ～認知症鉄道事故から認知症高齢者が 不法行為を行った場合の責任を考える～ by 有田 伸弘
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要約：平成 19（2007）年 2月 7 日，認知症高齢者が徘徊し線路に立ち入り，列車に衝突して死亡する事故
が起こった．かかる事故に関して，鉄道会社が，その認知症高齢者を介護してきた家族に対して起こした
損害賠償請求訴訟についての判決が，平成 25（2013）年 8月 9日に名古屋地裁において，また，平成 26（2014）
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なっている 3．2014年で，65歳以上の高齢者数は 3,300 万
人，総人口に占める割合は 26.0％，実に 4人に 1人が高
齢者となっている．今後も高齢化は進み，2025 年には，




は 1592 万人，総人口に占める割合が 12.5％であるが，





認定を受けている人は 75 歳以上の被保険者のうち 23.0
％を占めており，また，年齢が 5歳高まると認知症高齢
者の有病率はおよそ 2倍に増えることが分かっているか
らである．2012 年時点では，約 462 万人，…65 歳以上高
齢者の約７人に１人が認知症であると推計されている







成 24 年１月推計）中位推計』；平均寿命は，2013 年現在，
男性 80.21 年，女性 86.61 年．2060 年には，男性 84.19 年，女






















受けた高齢者 453 万人のうち 348 万人が在宅で介護を受
けながら生活をしているとされている 7．また，「2017 年
の推計値では，認知症高齢者数は 373 万人とされている
が，そのうち，在宅に 186 万人，介護保険施設に 105 万
人，居住系施設（特定施設入居者生活介護・認知症対応

























も多数生じてくることになる 10．2014 年 3月に発表され
た厚生労働省の報告によると，2014 年 3 月の段階で特





























































ポーターを増やすことなどを 2013 年度から 2017 年度ま
での目標として掲げる「認知症施策推進５か年計画（オ
レンジプラン）13」を公表した．





































































































及び Fら 20 に対し，（1）本件事故当時においてＣが責任
能力を有していなかった場合には，民法 709 条又は 714





















































































22　名古屋高判平成 26年 4月 24日判時 2223 号 25 頁（…平成 25





24日判決―」実践成年後見 53号（2014 年 11 月）87頁；田
中朝美「認知症高齢者鉄道事故判決が成年後見実務に与え



































































































































































































































































































































































る．；また「犯罪被害者等基本法」（平成 16年 12月 8日法律
第 161号）は，前文において「安全で安心して暮らせる社会
を実現することは，国民すべての願いであるとともに，国の
重要な責務であり，・・・犯罪等による被害について第一義
的責任を負うのは，加害者である．しかしながら，犯罪等を
抑止し，安全で安心して暮らせる社会の実現を図る責務を有
する我々もまた，犯罪被害者等の声に耳を傾けなければなら
ない．国民の誰もが犯罪被害者等となる可能性が高まってい
る今こそ，犯罪被害者等の視点に立った施策を講じ，その権
利利益の保護が図られる社会の実現に向けた新たな一歩を踏
み出さなければならない．」と定める．
